
平成22年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

187,427169,188420,638 0計 356,615 0

3
給水人口（11,659人）、総
配水量（1,321,283m3）経常 簡易水道事業 169,188

部局名 建設部

課室名 上下水道課

187,427

一般
評価

　各給水区域に飲料水を供給する

国・県支出金

420,638
償還金利子
および割引料

356,615

市債

目　　　名

その他

財源内訳

－ 簡易水道事業
予算

目
的

事
業
概
要

臨／経

対
象

　○簡易水道事業
　　　　①清川簡易水道（旧長迫簡水、旧六種簡水）・・・現在給水人口953人・年間総配水量95,128立方ﾒ-ﾄﾙ
　　　　②緒方簡易水道（旧馬場簡水、旧知田簡水、旧徳田簡水、旧中野簡水、旧小原簡水、旧朝地専水、
　　　　　　　　　　　　　　　旧朝地公民館専水、旧商業集積地給水施設）・・・現在給水人口3,363人・年間総配水量342,589立方ﾒ-ﾄﾙ
　　　　③大野簡易水道（旧田中簡水)・・・現在給水人口1,900人・年間総配水量186,770立方ﾒ-ﾄﾙ
　　　　④千歳簡易水道（旧新殿簡水、旧千歳簡水）・・・現在給水人口2,003人年間総配水量172,397立方ﾒ-ﾄﾙ
　　　　⑤犬飼簡易水道(旧犬飼簡水、旧長谷簡易水)・・・現在給水人口4,151人・年間総配水量524,399立方ﾒ-ﾄﾙ

各給水区域内の市民
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２０～Ｈ２２（決算額）、Ｈ２３（予算現額） ６．H24年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

評価内容

引き続き未収金の回収に努めること

3

継続

事業の方向性

 ⑤ 事業の
　  有効性

水の安全性の確保のための水質検
査や安定供給のための老朽管の解
消は適切な手段である

課題

財
源
内
訳

186,826 163,189

152,693

活動指標の分析

事業対象の確認

分析根拠

目標どおりの成果が上がってきてい
る、H22は朝地専用水道を加えたので
一時的に人口割合が下がった

3

2
未給水区域人口と配水工事との関係
で市民全体の事業実施は不可能であ
る

決 算 額 （千円）
Ｈ２０

 ① 事業の
　  必要性

成果指標の判断

必要性の再確認

 ④ 手段の
　  妥当性

責任領域の精査

 ③ 受益の
　　対象性

 ② 行政の
　　関与性

水の安全性の確保と安定供給が必要
である

3

187,427

―

3

人口割合は法令では定めていない
が、多くの市民に対し、安全な飲料水
が安定的に供給する必要がある

―

分析

―

187,427

―

189,583

192,709

ｄ

Ｈ２３

簡易水道事業の運営のため
171,941

187,054

123,673

着眼点

うち経常

事業費に係る人件費

169,188

理由
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市　　債

123,673

国　　費

Ｈ２１ Ｈ２２

153,644 152,693

県　　費

356,615
前年並

310,727

うち経常経費 153,644 152,609

加入促進のため、施設維持管理面や安全性・安定性等を啓発してい
く。また、水道事業統合にむけた検討を始める。

％

組合あるいは個人での水道施設ががあり、加入金や使用料等の経費
の点から加入促進に苦慮している。また、水道事業統合を控えてい
る。
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されている人口割合

総合計画/後期基本計画において、基本施策（3-1-2）の目標としているため

指標の設定理由
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